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平成20年10月２日（木曜日）

午後１時３分開会

会議に付した案件

○概要説明

県民政策部

１．新みやざき創造戦略における雇用対策

について

商工観光労働部

２．雇用創出等に関する取組について

県土整備部

３．雇用創出等に関する取組について

環境森林部

４．雇用創出等に関する取組について

農政水産部

５．雇用創出等に関する取組について

○協議事項

１．県外調査について

２．次回委員会について

３．その他

出席委員（14人）

委 員 長 髙 橋 透

副 委 員 長 松 田 勝 則

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 米 良 政 美

委 員 福 田 作 弥

委 員 中 村 幸 一

委 員 野 辺 修 光

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 萩 原 耕 三

委 員 中 野 廣 明

委 員 松 村 悟 郎

委 員 太 田 清 海

委 員 新 見 昌 安

委 員 井 上 紀代子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のために出席した者

県民政策部

県 民 政 策 部 長 丸 山 文 民

県民政策部次長
渡 邊 亮 一

（ 政 策 担 当 ）

部参事兼総合政策課長 土 持 正 弘

環境森林部

環 境 森 林 部 長 髙 柳 憲 一

環境森林部次長
森 山 順 一（ 総 括 ）

環境森林部次長
寺 川 仁（ 技 術 ）

部 参 事 兼
飯 田 博 美環 境 森 林 課 長

森 林 整 備 課 長 徳 永 三 夫

山村・木材振興課長 楠 原 謙 一

環境対策推進課長 道 久 奉 三

計 画 指 導 監 森 房 光

商工観光労働部

商工観光労働部長 高 山 幹 男

商工観光労働部次長 河 野 富二喜

企業立地推進局長 矢 野 好 孝

部 参 事 兼
内枦保 博 秋

商 工 政 策 課 長

工 業 支 援 課 長 森 幸 男

商 業 支 援 課 長 工 藤 良 長

経 営 金 融 課 長 古 賀 孝 士

労 働 政 策 課 長 押 川 利 孝

企業立地推進局次長 長 嶺 泰 弘
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地域雇用対策監 金 丸 裕 一

農政水産部

農 政 水 産 部 長 後 藤 仁 俊

農政水産部次長
西 田 二 朗

（ 総 括 ）

農 政水産部次長
伊 藤 孝 利

（ 農 政 担 当 ）

部 参 事 兼
岡 崎 吉 博

農 政 企 画 課 長

地域農業推進課長 上 杉 和 貴

営 農 支 援 課 長 吉 田 周 司

担 い 手 対 策 監 山 内 年

県土整備部

県 土 整 備 部 長 山 田 康 夫

県土整備部次長
濵 砂 公 一

（ 総 括 ）

県土整備部次長
岡 田 義 美

(道路・河川・港湾)

県土整備部次長
児 玉 宏 紀

(都市計画・建築)

部参事兼管理課長 持 原 道 雄

技 術 企 画 課 長 岡 田 健 了

道 路 建 設 課 長 山 崎 芳 樹

事務局職員出席者

政策調査課 主査 久 保 誠志郎

議 事 課 主幹 日 髙 賢 治

○髙橋委員長 ただいまから産業活性化・雇用

対策特別委員会を開会いたします。

まず、お手元の委員会日程についてでありま

すが、お手元に配付の日程案をごらんくださ

い。今回は、雇用創出に係る主な関係部局とし

て、県民政策部、環境森林部、商工観光労働

部、農政水産部、県土整備部の５部を特別にま

とめて招集しております。

まず、県民政策部に、新みやざき創造戦略に

掲げる全庁的な雇用創出にかかわる取り組みや

体制等について説明をしていただきます。次

に、各部における雇用創出に関する取り組み等

について、４部、説明していただくことになっ

ております。その後に、５部による合同での質

疑を行いたいと思います。

なお、執行部の紹介は省略、そして委員の方

々の紹介も省略ということで御了承いただきた

いと思います。

質疑が終わった後に、10月に予定しておりま

す県外調査の計画並びに次回の委員会について

御協議いただきたいと思っております。

このように取り進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 それでは、そのように決定いた

します。

では、これから執行部の説明に入ります。執

行部入室のため、暫時休憩いたします。

午後１時４分休憩

午後１時６分再開

○髙橋委員長 委員会を再開いたします。

今回特別に、雇用創出にかかわる主な部局に

おいでいただきました。一言ごあいさつ申し上

げます。

私は、当委員会の委員長を務めます髙橋でご

ざいます。よろしくお願いします。当委員会

は、本県産業の活性化及び雇用対策に関する調

査を行うために設置された委員会でございま

す。これまで当委員会、県民政策部、商工観光

労働部及び県土整備部においでいただきまし

て、当以委員会のテーマについて御説明いただ
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きました。雇用対策につきましては、各部にお

いてさまざまな取り組みを行っているところで

ありますが、前回の委員協議におきまして、各

部の連携をいかによくするかということが雇用

対策においては大変重要であるということで意

見が出されました。したがいまして、各部間の

連携を図る施策の展開が必要との認識から、今

回特別に、雇用にかかわる主な関係部局にお集

まりいただきました。大変お忙しい中、執行部

の皆さん方ありがとうございます。本日はよろ

しくお願いいたします。

なお、委員、そして執行部の紹介につきまし

ては、時間の都合上、省略をさせていただきま

すので、御了承ください。

それでは、早速でございますが、執行部の概

要説明をお願いいたします。まずは、県民政策

部によろしくお願いします。

○丸山県民政策部長 県民政策部でありますけ

れども、新みやざき創造戦略に基づく雇用対策

について、総合政策課長のほうから説明をさせ

ていただきます。よろしくお願い申し上げま

す。

○土持総合政策課長 新みやざき創造戦略にお

ける雇用対策について御説明をいたします。

委員会資料の３ページでございます。宮崎創

造戦略における雇用対策でございますけれど

も、御承知のとおり、昨年６月でございます

が、新たな総合計画であります新みやざき創造

計画を策定いたしまして、その中で計画期間の

４年間で優先的に取り組みます重点施策という

ことで、新みやざき創造戦略を掲げたところで

ございます。

まず、新みやざき創造戦略の構成でございま

すけれども、重要施策を３つの戦略として体系

化をしております。そこにお示ししております

が、戦略１、郷土の宝「宮崎人」づくり戦略、

戦略２、成熟社会における豊かな暮らし戦略、

戦略３、経済・交流拡大戦略と分類しておりま

して、それぞれ数値目標を掲げながら、その推

進を図っているところでございます。

次に、新みやざき創造戦略の推進体制でござ

いますけれども、戦略を推進し、進行管理を行

いますために、副知事を本部長として、各部長

で構成いたします新みやざき創造戦略推進本部

を設置いたしております。その本部におきまし

ては、戦略全体の総括は県民政策部で行ってお

りますけれども、それぞれの戦略ごと、戦略１

に５つ、戦略２に５つ、戦略３に６つ、合わせ

て16の枝戦略を設けておりますけれども、これ

につきましては、それぞれ主管部局を定めまし

て、各主管部局長が関係部局を含めた横断的な

連携、調整に努めながら、それぞれの戦略の一

体的推進を図るということにいたしておりま

す。

次に、新みやざき創造戦略における雇用対策

関連の位置づけでございますけれども、戦略

３、経済・交流拡大戦略で、本県産業振興策や

観光、移住等の交流、あるいは産業振興のため

の基盤整備等、こういうものをまとめておりま

す。その中でも、枝戦略3-4、働く場づくり・も

のづくり振興におきまして、戦略的企業誘致活

動の推進、ＩＴ企業の集積とＩＴ技術者の交流

の促進など、企業ニーズに応じた人材育成、就

労支援と雇用対策の取り組みを図ることとして

いるところでございます。その基本指標といた

しまして、平成22年度までに新規立地企業件

数、４年間で100社、新規雇用創出数、４年間で

１万人、これは１次、２次、３次産業における

合計でございますけれども、これを掲げている

ところでございます。
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新みやざき創造戦略における雇用対策につき

まして、説明は以上でございます。

○高山商工観光労働部長 商工観光労働部でご

ざいます。

当部における雇用対策等に関する取り組みに

ついて御説明いたします。資料の４ページをお

開きいただきたいと存じます。４ページ、５ペ

ージでございますけれども、先ほど県民政策部

から御説明いたしました新みやざき創造戦略の

うち、戦略3-4、働く場づくり・ものづくり振興

に平成20年度の商工観光労働部の主な事業を位

置づけたものでございます。当部におきまして

は、働く場づくり・ものづくり振興を図ります

ために、戦略的企業誘致活動の推進など４つの

柱を掲げまして取り組んでおるところでござい

ますが、詳細につきましては、５月の委員会に

おきまして御説明しておりますので、本日は省

略させていただきたいと存じます。

次に、６ページをお開きいただきたいと思い

ます。６ページ、７ページに、新規雇用創出１

万人につきまして、平成19年度の実績を記載い

たしております。

詳細につきましては、地域雇用対策監から御

説明いたしますので、どうぞよろしくお願いい

たします。私からは以上でございます。

○金丸地域雇用対策監 新規雇用創出１万人の

実績について御説明いたします。

資料の６ページをお開きください。まず、

（１）の基本的な考え方についてであります

が、①の定義につきましては、新規雇用創出

は、働く場の創出であり、雇用者だけでなく、

新規創業による起業者や新規就農者など、県の

施策により創出された第１次から第３次産業ま

での合計としております。また、②の集計方法

につきましては、各部局に照会し、各部局にお

いて雇用等の創出が認められた数値を集計いた

しました。

その結果が、（２）の平成19年度雇用等創出

数でありまして、ここには、ほかの事業との重

複等がない数値を19年度の部局による区分で集

計しております。まず、①の新規立地企業によ

る雇用創出につきましては、19年度中に新たに

立地した企業における最終雇用予定数を計上し

ており、1,174人となりました。また、②から④

は、19年度中に実際に雇用等が発生した総数で

ありまして、正社員、雇用期間が６カ月以上の

非正規社員、創業、自営を計上し、６カ月未満

のパート、アルバイト等については計上いたし

ておりません。まず、②の福祉施設の整備に伴

う雇用者創出はゼロでありました。また、③の

農林水産業への新規就業者は、自営や法人にお

ける雇用などの合計で122人となりましたが、こ

の数値には後継者を含んでおりません。次に、

④のその他につきましては、地場産業の振興な

どによる雇用等の創出を計上しており、344人と

なりました。なお、商工観光労働部の事業のう

ち、一部計上としてあります２つの事業につき

ましては、７ページにも同じ表記をしておりま

すが、ここでは、先ほどの定義に合致すること

が認められた数値のみを計上したところであり

ます。以上の合計として、平成19年度における

雇用等の創出のうち、具体的に把握できた数値

は1,640人となったところであります。

７ページをごらんください。（３）のその他

の雇用等についてでありますが、ここには雇用

期間が正確に把握できなかったものや、ほかの

事業との重複の可能性があることなどから、雇

用創出数としては認定せず、参考数値としてお

示しすることとしたものであります。まず、①

の雇用期間不明のため未計上についてでありま
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すが、商工観光労働部の２事業は一部に短期間

のパートが含まれており、また企業局の事業は

雇用期間不明であったものであります。次に、

②のマッチング事業、他事業との重複の可能

性、その他の理由により未計上につきまして

は、例えば福祉保健部の宮崎県ナースセンター

事業はマッチング事業であること、また商工観

光労働部のコールセンター支援事業につきまし

ては、116人の一部が先ほど御説明いたしました

新規立地企業の1,174人に含まれている可能性が

あること等から、参考数値として計上したもの

であります。

以上、実績の概要について御説明申し上げま

したが、求人方法が、以前はハローワーク中心

でありましたけれども、現在は、直接採用や民

間の職業紹介機関の活用が全国的に増加してお

り、雇用の全体像を把握することが非常に困難

な状況になっております。しかしながら、事業

の成果を県民の皆さんにわかりやすい形でお示

しすることは重要であると考えておりますの

で、より正確でわかりやすい検証方法について

引き続き検討してまいりたいと考えておりま

す。

私からの説明は以上であります。

○山田県土整備部長 県土整備部でございま

す。どうぞよろしくお願いいたします。

当部からは、新分野への進出等、建設業者の

経営革新に係る支援策につきまして、御説明を

申し上げます。詳細につきましては、管理課長

から説明いたしますので、御審議のほどよろし

くお願いいたします。

○持原管理課長 資料の８ページをごらんくだ

さい。御存じのとおり、近年の建設投資の大幅

な減少に加えまして、一般競争入札の拡大等に

よります競争性の高まり、あるいは原油や建設

資材価格の高騰など、特に昨今の建設産業を取

り巻く経営環境は非常に厳しい状況となってお

りますことから、地域を支えます建設産業の健

全な発展を図るために、建設産業対策を平成20

年度重点施策と位置づけまして、関係部局が連

携して総合的な施策を展開しているところであ

ります。県土整備部におきましては、建設産業

の活性化の観点から、建設業に軸足を置いて新

分野進出などの経営基盤の強化に積極的に取り

組む業者の方々を重点的に支援しているところ

でございます。

まず、１の経営相談窓口の設置につきまして

は、産業支援財団等とも連携いたしまして、商

工会議所など県内９カ所に中小企業診断士など

の専門家による相談窓口を設けまして、経営全

般の相談に対応しております。相談実績はごら

んのとおりでありまして、新分野進出や経営革

新に関する相談が多くなっております。

次に、２の新分野進出セミナーの開催につき

ましては、新分野への進出を検討されておりま

す経営者の方々を対象といたしまして、経営戦

略や進出の可能性のある分野の状況等を内容と

いたしました、丸２日間にわたる集中セミナー

を県内３カ所で開催いたしまして、参加者数等

はごらんのとおりでございます。

次に、３の補助制度の拡充については、新分

野におきます事業着手ないし定着に必要な経費

に対する補助制度を昨年９月補正で創設いたし

ておりますけれども、本年度は、補助額を１社

当たり50万円から100万円に、補助枠を500万円

から3,000万円にそれぞれ増額し、８月までに22

件、2,072万円の交付決定を行っております。こ

れに加えまして、さらに現時点までに、3,000万

円の補助枠を上回ります申請をいただいておる

ところでございます。なお、交付決定を行いま
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した22の事業内容は、農林業が14件、サービス

業が５件、小売業が２件、製造業が１件となっ

ております。

次に、４の融資制度の拡充でございますけれ

ども、建設業者の資金調達を支援するために、

建設事業協同組合等が行います融資制度の原資

を今年度から無利子で貸し付けまして、組合の

貸付金利の引き下げを図ることによりまして、

建設業者の資金調達を支援いたしております。

次に、５の建設産業活性化支援連絡会議につ

きましては、関係部局が連携して各種施策を効

率的かつ効果的に推進するために設置している

ものでありまして、全部局関係20課で構成され

ております。資料にはございませんけれども、

昨年度は、当会議での協議を踏まえまして、建

設業者のための新分野進出マニュアル、これ

は70ページ程度のものでございますけれども、

改訂を行いますとともに、建設業の現状や経営

基盤強化策等を内容といたしました講習会を県

内11地区で23回開催いたしまして、1,300名余り

の方々の参加をいただいております。ただいま

説明いたしました状況を見ますと、新分野進出

に対する取り組みの機運が高まっているのでは

ないかと考えておりますので、引き続き関係部

局と連携を図りまして、きめ細やかな支援に努

めてまいりたいと考えております。また、先般

の県内建設業の最大手でございます志多組の民

事再生手続開始に伴う業界全体の先行きへの不

安感の拡大等も踏まえますと、さらに建設産業

に対する特段の配慮が必要でございますので、

関係部局とも十分連携いたしまして、公共事業

費の増額補正、単品スライド条項の的確な運

用、あるいは工事代金の支払いの迅速化、工事

の前倒し発注、下請業者保護のための指導強化

等を実施しているところでございます。

管理課は以上でございます。

○髙柳環境森林部長 環境森林部におきまして

は、林業・木材産業の活性化のために適切な森

林整備の推進や県産材の需要拡大などに取り組

みますとともに、担い手対策といたしまして、

新規就業者の確保や林業事業体の育成などに取

り組んでいるところであります。

資料10ページの雇用対策等に関する取り組み

についての１の担い手の確保・育成についての

基本的な考え方についてでありますが、林業就

業者の減少、高齢化が進行しており、人材の確

保が急務となっており、そのため、専門技術の

習得あるいは就労環境の整備などに努めている

ところでございます。

２以降につきましては、山村・木材振興課長

のほうから御説明を申し上げますので、よろし

くお願いします。

○楠原山村・木材振興課長 同じく10ページの

２の林業担い手の確保・育成対策についてから

御説明いたします。

（１）の林業担い手対策基金事業であります

が、この事業は、平成５年度から、国の森林山

村対策を活用しまして４年間で造成しました50

億円の基金の運用益等を活用しまして、人づく

り、基盤づくり、就労環境づくりを柱としまし

て、事業を行っております。主な事業内容につ

きましては、表にありますように、アの人づく

りとしまして、将来、林業への就業を目指す高

校生への育英資金の貸与などを行っており、19

年度は39人に対して貸与を行っております。ま

た、イの基盤づくりとしまして、高性能林業機

械の導入等を行っており、プロセッサーなどの

導入を行ったところであります。ウの就労環境

づくりとしまして、林業事業体の雇用に係る社

会保険等の事業主負担分への助成を行ってお
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り、19年度は労災保険等の助成を行っておりま

す。

次に、（２）の緑の雇用担い手対策事業であ

りますが、これは平成15年度に国の制度として

始まったもので、林業への就業を希望する人を

対象に研修を行いまして、林業事業体への本格

雇用につなげるものであります。①の事業主体

は全国森林組合連合会、②の事業内容にありま

すけれども、間伐など林業就業に必要な基本的

な技術・技能を習得するための約１年間の研修

に助成するものです。事業体には研修生１人当

たり月額９万円が支給されるほか、機械の借り

上げ料などの費用が助成されます。事業がスタ

ートしました15年度からの実績は、表にありま

すように、19年度までの５年間で677人が研修を

受け、19年度末現在、398人が本格雇用されてい

るところであります。なお、研修生の前職別内

訳としまして、建設業からが112人となっており

ます。

11ページをごらんいただきたいと思います。

（３）の林業作業士養成事業でありますが、県

では、林業技術者の養成に必要な資格を取得す

るための研修を行っておりまして、③にありま

すように、15年度から５年間で69人を養成して

きたところです。

次に、３の他産業から林業分野への参入状況

についてであります。（１）の参入状況です

が、林業分野への参入の内訳は、しいたけ等キ

ノコ生産６社、素材生産業１社、木材加工品製

造１社となっておりまして、その一覧を下の表

に示しておりますが、すべて建設業からの参入

となっております。なお、出先機関あるいは宮

崎県労働機械化センターを窓口としまして、参

入についての情報提供などに努めているところ

であります。（２）の支援についてであります

が、１）の林業・木材産業構造改革事業におき

まして、林業事業体等が特用林産物の生産等に

必要な施設の整備や機械の導入を行う場合への

助成制度がございます。また、２）の林業・木

材産業改善資金におきまして、林業者等がキノ

コ生産や製材・加工を始めるための施設整備に

対する資金を無利子で貸し付ける融資制度がご

ざいます。今後とも、森林・林業を担う意欲あ

る人材の確保・育成に積極的に努めてまいりた

いと考えております。

山村・木材振興課からは以上であります。

○後藤農政水産部長 農政水産部でございま

す。

農政水産部は、12ページから14ページまで資

料として提出させていただいております。農政

水産部におきます雇用対策等に関する取り組み

につきましては、この後、担当課でございます

地域農業推進課より詳細を御説明申し上げま

す。私からは以上です。

○上杉地域農業推進課長 地域農業推進課より

御説明をいたします。

資料の12ページ目でございます。まず、農政

水産部における基本的考え方を御説明いたしま

す。担い手の減少や高齢化が進む中で、本県農

業の持続的発展を図る上で、担い手の育成、経

営体の育成が最大の課題であるというふうに考

えております。この流れの中で雇用１万人とい

うことを考えております。

続きまして、２の新規就農者の育成・確保の

状況についてでございます。（１）の新規就農

者の確保状況についてですが、表にお示しして

いますとおり、平成19年の新規就農者数は190人

となっております。このうち実家の農業を継い

だとか、いわゆる農業後継者は134人となってお

ります。冒頭、資料６ページにおいて商工観光
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労働部から説明がありました農業の新規就業

者56人は、この農業後継者134人を除いた新規参

入者18人の部分と、法人就農者38人の合計の56

人という算定になっております。

次の（２）の新規就農者の育成・確保への支

援についてでございますが、①から④にござい

ますとおり、就農の啓発から就農定着までの総

合的な支援に取り組んでいるところでございま

す。特に他の部局との連携という観点から御説

明いたしますと、①の就農啓発・就農相談体制

の整備の中でございますけれども、イ）にござ

いますけれども、商工観光労働部と連携して、

県内外での就農相談会を開催しているという状

況でございます。

続きまして、次の13ページ、３の他産業から

の農業への参入状況について御説明いたしま

す。（１）の参入の状況についてですが、他産

業から農業に参入する企業は年々増加しており

ます。本年１月１日現在で49法人（49社）が農

業に参入しているところでございます。表にご

ざいますとおり、業種別には建設業が22法人

（22社）と最も多く、平成19年だけで新たに７

法人（７社）が参入しているという状況でござ

います。これら農業法人の従業員数を表の右端

に示しています。正規職員が合計で497名、パー

ト等が380名、合計で877名の雇用となってお

り、１社当たり平均しますと、18名の方が就業

されているという状況でございます。

次に、14ページの②他産業の農業参入による

雇用創出について説明いたします。先ほど御説

明いたしましたが、平成19年に新たに参入した

法人は全部で９法人でございます。この９法人

について見ますと、新たに農業法人を立ち上げ

て参入しており、参入前後の動きを見ますと、

新たに設立した農業法人で合計25名雇用してい

て、親会社から出向する職員やパート等が出ま

すので、差し引き９社で16名の雇用が創出され

ている、そういう結果になっております。

次に、（２）の農業分野参入への支援につい

てでございます。本年度、新規事業でございま

すけれども、フロンティア法人活動支援事業と

いったものを創設いたしまして、（ア）から

（ウ）にございますような取り組みを進めてお

ります。これにより、農業参入を志向する企業

に対しても、啓発から参入までの支援策を実施

しているという状況でございます。特に他の部

局との連携という点につきましては、ア）にご

ざいますとおり、県土整備部と連携して建設産

業新分野進出セミナーを実施するなどしており

ます。

なお、資料の14ページの下の括弧書きにあり

ます農業法人経営力強化・雇用拡大対策事業と

いうものを、ウ）の農業法人設立促進事業の前

身となる事業でございますけれども、これを平

成18年から19年にかけて過去に実施しておりま

す。この事業によって、平成18年の実績で63

名、平成19年の実績で19名の雇用を創出してい

るというところもございます。

いずれにしましても、このように農政水産部

におきましては、他の部局とも連携しつつ、各

種事業を行い、他産業からの農業参入や、家族

経営による主婦や高齢者等の多様な雇用が創出

されると考えておりますので、今後とも、認定

農業者や農業法人等の強い担い手づくりを進め

るとともに、多様な担い手の育成・確保に取り

組んでまいりたいと考えております。

地域農業推進課からは以上でございます。

○髙橋委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑がございましたら、発言をお願い

いたします。
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○緒嶋委員 それぞれ各部取り組んで頑張って

おられると思うんですけれども、こういう形の

中でも、宮崎県の有効求人倍率は上がってこな

いわけです。建設業初め失業者も多い。この実

態の中で、このような対策は成果を上げておる

のかどうかということ、これはどういうふうに

考えておられるか。今、県民生活は全体的に県

の財政状況も厳しいので、対策の打ちようがな

いというような実態の中で何とかしなきゃいか

んという模索をしておられると思うんですけれ

ども、今の政策で県民の安心・安全、幸せな未

来を開くような政策が具体的に打ち出されてお

るのかどうか。新規雇用にしても１万人を４年

間で達成できるのかということもありますし、

逆に、失業者の人は別におるわけです。新規雇

用で失業しておる人が皆、吸収できればいいん

ですけれども、実態は、新規雇用がありながら

も失業者はふえておる。この実態の解決のため

の政策として、これが実際貢献しておるのかど

うか。そういう意味で各部の連携の中で対策を

立てていかなければ、県民が本当に明るい未来

を抱きながら生活はできない。日本全国でもあ

りますが、県の政策としてそのような視点を十

分加味した政策になっておるのかどうかという

ことを伺いたい。

○丸山県民政策部長 私のほうで答えさせてい

ただきたいと思います。私どもの県民政策部に

おきましては、新みやざき創造戦略推進本部と

いうのを持っております。これは副知事が本部

長でありますけれども、その中で全体の戦略、

先ほど申し上げました枝戦略等の進捗状況を把

握しながら、新みやざき創造計画に取り組んで

いるところであります。

確かに、委員おっしゃったように、有効求人

倍率も0.01ポイントずつ下がっているような状

況であります。そういう中で何をやっていくか

ということですが、知事も本会議で申し上げた

かと思うんですが、宮崎県の産業構造を見てみ

ますと、第１次産業の比率が高くて、第２次産

業、特に製造業の比率が低い、そういう現状に

なっております。その中でどうしていくかとい

うことですが、それについては、農林水産業は

県の基幹産業でありますから、基本的には県の

基幹産業として当然振興を図っていく。当たり

前のことであります。製造業についても、全国

で見ますと、比率が低いわけでありますので、

例えば商工観光労働部が中心に取り組んでおり

ます企業誘致対策とか、ほかの産業振興を図る

ことによって、宮崎県の産業あるいは経済全体

の底上げを図る必要があると思っています。

個々具体的に政策はどうかと言われると、各

部局で取り組んでいるわけではありますけれど

も、例えばうちの部におきましては、先ほど設

置しました資材あるいは燃料等の価格高騰対

策、あるいは志多組さんの民事再生法適用に至

るそういう宮崎県内の厳しい経済の動向を踏ま

えまして、宮崎県経済対策本部を設置して、そ

の中で、例えば国の動向とか県内経済の動向、

そういうものを把握しまして、全体で調整しな

がら方向性を定めていく、そういうことで取り

組んでいるところであります。県民政策部とし

てはそのようなことであります。

○髙橋委員長 ほかの部で具体的な成果とかよ

ろしいですか。

○高山商工観光労働部長 総合的な中で、県民

政策部長から申し上げたとおりでございます

が、雇用の問題とか今非常に重要な問題であり

ます。雇用対策というのが言われますが、雇用

対策の場合にもいろいろありまして、いわゆる

働く場をつくるための方法、働いている人が安



- 10 -

定するために、今の事業が安定する方法、それ

がうまくいかなかった場合に離職する場合があ

りますから、あるいは働きたいけれども、今、

職がない、いわゆる無職者対策、いろんなもの

があると思います。そういった意味で、各部と

連携しながら、先ほど申しましたような新しい

雇用を生み出すような事業をそれぞれ積極的に

取り組んでいるということであります。あわせ

まして、離職者関係も当然、国のハローワーク

との関係もございますし、地域での連絡会議等

もしてお互いに、新しい仕事を探すための雇用

推進員が各企業を回っての、ここに出てこない

ような数字での雇用拡大のための取り組みとか

やっておりますので、その辺を今後さらに徹底

することによって、まず働く場の確保、そして

仕事がなくなった方に対しては速やかに復活で

きるような方法を努力してまいりたいというふ

うに思っております。

○緒嶋委員 それぞれ苦労しておられることは

わかるんですけれども、特に建設業の皆さんは

体力がなくなって新規分野に向かわざるを得な

い。体力があるうちに新規分野に進出すればい

いんだけれども、体力がなくなって、どうにも

こうにも建設業として成り立たない、そういう

段階で新規分野に進出しようといっても、それ

こそ、どうにもこうにもならない状態の中

で、100万円やりますから新規分野に行ってくだ

さいといっても、成功する比率は物すごく厳し

いんじゃないかというふうに思うんですけれど

も、県土整備部から見て、新規分野に進出され

る人の実態というのは、どういう形の人が新規

分野に進出されておるかをお伺いしたい。

○持原管理課長 私どものほうの進出分野の補

助金というのは、あくまでも建設業を継続しな

がら、建設業に軸足を置いて新分野に進出す

る、自身の建設業としての基盤の強化、そうい

う面での支援という位置づけをしておるところ

でございます。見てみますと、環境森林、農政

分野への、建設業の新分野への進出というの

は、一定の成果を上げているのかなと思ってお

ります。そこの部分にいきますと、それぞれ商

工部門、あるいは農政部門、あるいは環境森林

部門、そういう面での個別の補助制度なり、融

資制度、こちらのほうで支援をしていくという

ことで、各部とも連携をしながらやっていると

ころでございまして、今後とも、引き続きそう

いう面での連携を強めていきたいというふうに

考えておるところでございます。

○緒嶋委員 商工観光労働部長、融資にして

も、ある程度担保なしで融資というのもありま

すけれども、限界があるわけですね。そうなる

と、融資することで、今言われたような建設産

業の基盤強化、また新分野の成功に本当につな

がっていくのかなという気がしてならんわけで

す。ことしでも、建設業だけ見ても、100社以上

の倒産が恐らく12月までには出るんじゃない

か、そういう心配も建設業界ではされておるわ

けです。そういう中で、本当に新規分野で生き

る道が確立されれば、それがいいんだけれど

も、新たなところに手を出して、また不採算、

倒産という可能性が高いんじゃないかというこ

とを懸念するわけですが、そのあたりはどうで

すか。

○高山商工観光労働部長 先ほど委員の御質問

の中で、体力が落ちてからでは間に合わんとい

う話がございました。そのとおりだと我々も

思っていまして、昨年10月からスタートしまし

た建設産業等支援事業の中で、何とかしたいと

いう業者の方はできるだけ早目に相談ください

と、県内の商工会等11カ所に経営支援チームを
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置きまして、相談を受けたわけでございます。

実際、去年から８月末までの相談で141件、相談

に来ていらっしゃいまして、相談内容ごとに、

解決したものは111件ということで、かなり件数

もふえております。そこで、新分野関係に行か

れた方もありますし、それ以外で事業強化のほ

うで行かれた方、いろんなやり方があります。

そういったことがありますので、業者の方、で

きるだけ我々がやっている施策を知っていただ

いて、早目早目に御相談いただくと。支援事業

の相談においでいただきますと、経営診断士と

かその辺も相談を受けますから、金融関係もあ

る程度どういう方法がいいとアドバイスいただ

けますので、そういった形をとっていただい

て、少しでも早目に対応いただくということが

肝要かなというふうに思っております。

○緒嶋委員 すべてがデフレスパイラル的な中

での対策だから、ある意味では、県も財政出動

を絡めた対策を立てていかなければ、新規雇用

も１万人なんていうのは４年間では到底不可能

だろうと私は思いますし、それを言ったら知事

もかっときて、おまえがやってみよというよう

な感じにもなるわけで、そういうことを言っ

ちゃいかんわけですけれども、そういうことに

もなるわけですね。本当に今、路頭に迷ってい

る、夜も眠れない人というのは物すごくおるわ

けです。きょうは総務部は来ておらんけれど

も、県は金がない金がないと言うけれども、何

とかして、財政出動も含めて、それをやらない

と、融資でやりますといっても、これだけでは

本当に救済できんのじゃないか。ある程度は、

県も厳しい財政であるけれども、やりくりしな

がらでも何とか立てるというような、全体の調

整もしながら対策を立てなければ、今、ある意

味では輸血をしてやらなければ体力がもたな

い、そういうところまで全体が来ているんじゃ

ないかと。有効求人倍率も上がりました、失業

者も減りましたと、そういう形が目に見えてく

ればいいけれども、今のところは、ますます

もって世界的な流れの中では厳しくなるので、

県も厳しい、市町村も厳しいけれども、これだ

けはやりましたというような、県民が評価する

ような手だてを打たなければ、県民生活がどう

にもならんところに来ているんじゃないか、そ

ういう気がしてならんわけです。そのあたりの

認識は皆さん持っておられるかどうか、部長、

お伺いいたします。

○丸山県民政策部長 県内経済状況が厳しいと

いうのは、先ほど緒嶋委員おっしゃったよう

に、有効求人倍率初め既に数字として出ている

わけです。そこらあたりの認識はここに来てい

る５部長、全部あると思います。ただ、今おっ

しゃったように、日本の経済状態あるいは日本

の中での各県、宮崎県の経済状態、それを考え

てみますと、世界的なグローバルな観点で見る

と、全部アメリカの経済の後退のことが日本全

国に、地方にも来ている。サブプライムローン

だって地場の銀行さんも持っていらっしゃると

いうことですから、グローバルな視点でそうい

う対策は立てていかなきゃいけないんじゃない

かと私は考えております。

ただ、そこで、例えば、今、国のほうで補正

予算をどうするかというのを議論されておりま

すけれども、それも大事でしょうし、もちろ

ん、それに連なって県の政策をどう打ち出して

いくのか。今度の９月補正にもお願いしており

ますし、また来年度の例えば重点政策をどうす

るのか、20年度は中山間地・植栽未済地、ある

いは子育て・医療、そして建設産業対策、３本

柱立てましたけれども、これを来年度どうする
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のか。きょうの委員会の中にもありますよう

に、産業活性化、雇用対策をどうしていくの

か。当然そこらあたりが俎上に上がってくると

思っています。そこらあたりを来年度に向けて

どうしていくのか、それは協議中でありますけ

れども、そういう中で、来年度の予算の中でど

ういう政策を打ち出して、雇用あるいは産業活

性化対策に資する事業を打ち出していくのか、

そこらあたりはこの５部みんな認識はあると

思っております。

○緒嶋委員 今、燃料高騰、飼料高騰、そのほ

か資材高騰等で、新分野の農業進出といって

も、今農業しておる人で農業をやめようかとい

う人がふえてくる状態にあるわけです。そうい

う中に、建設業からそちらに新分野として進出

する人で、果たしてどれだけの人が成功するの

かなという、心配の念があるわけですが、新分

野、農業部門に進出することは明るい未来につ

ながっておるかどうかということを農政水産部

長、今の状態で。

○後藤農政水産部長 大変手厳しい質問だとい

うふうに承りました。おっしゃるとおりでござ

いまして、農業分野では今、状況が厳しゅうご

ざいます。資材高騰、そしてまた販売価格が低

い、なかなか所得が確保できないというよう

な、全体的な農業を取り巻く情勢がございま

す。そこで、では新しい皆さんが農業に入って

きたときに、それでは明るい未来がというお話

でございますけれども、そういった厳しい情勢

は情勢としながら、農業を今後とも発展させる

ためには、経営所得の確保が最重点でございま

して、これがなければ、新分野からは当然のこ

と、あるいは後継者もなかなか確保できないと

いうふうに思っておりまして、そういう意味で

は、せっかく新分野に入ってきていただける皆

さんには、まず優秀な技術、そういったものを

習得していただくこと、それから土地の確保、

先ほど来お話ございますが、有利な資金のあっ

せん、こういったことを駆使しながら、この厳

しい環境の中でも経営体として成り立つような

参入のあり方、そういうものを私どもも求めて

いきたいというふうに考えております。なかな

か抽象的な話ではございますけれども、来てい

ただく以上、そこでこれが産業としてできない

ということになりますと、非常に問題がありま

すので、私どもとしては、そのような姿勢ある

いはそのような方針で参入していただこうとい

うふうに思っております。

○緒嶋委員 今言われたように、相当、全体の

連携をよくしていかんと、今度はあんたたちの

部の責任ですよというようなことでは、融資の

問題とか指導の問題とか含めてうまくいかない

と。こういう形で認識を同じにして、対策を立

てる。これは副知事を中心にやるというような

いろいろな方策もありますけれども、よほど力

を入れていかなければ、これは簡単にいくこと

ではないと。失業者はふえる、景気はますます

悪くなるというような状態が続くんじゃないか

と。皆さん会った人会った人が暗い気持ちで

今、頑張っておるわけです。その辺も含めて、

この連携を十分やっていただきたいというこ

と、ほかの人、いろいろ意見があると思います

ので。

○井上委員 今議会は代表質問のあった議会で

す。代表質問で各会派の皆さんから、今あった

ような指摘というのは議会の中でありました。

そのときの知事の答弁は何であったかというこ

とは言わずもがなで、御存じだというふうに思

います。きょうの委員会の中で私どもが聞きた

いのは、だったら、先ほど緒嶋委員からもあり
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ましたけれども、宮崎発の景気対策が本当に打

てないのかどうかということなんです。雇用対

策は打てないのかどうか。議場での知事の答弁

は、グローバルの中で宮崎の地域だけで何かが

できるなどということはありませんと。これ以

上は何もないのかということなんです。議論は

できないじゃないですか。先ほど県民政策部長

が言われたとおりです。答弁書と同じですか

ら、余り変わりがないわけですけれども、そう

いうことなんです。ただ、本当にそれでいいの

かということを委員会は問いかけているわけで

す。今、雇用対策、産業活性化対策のための予

算というのは、合算してみると宮崎県の予算の

中で幾らあるのか、それはどういう認識なの

か、そこをまず県民政策部長に聞いておきたい

と思います。今現在、県の予算の中で幾らで、

そしてこれは大体どのくらいの金額で何％を占

めているのか。

○丸山県民政策部長 それについては手元に資

料を持ち合わせておりませんので。

○井上委員 ということなんです。私は常々思

うんですけれども、予算をばらばらで細切れに

切っているわけだから、本当に今のような状況

の中で、先ほど緒嶋委員から再三ありました

が、建設業の皆さんが大変な状況になってい

る。それでは、新規参入をと言われても、農業

で本当に食えれば、農業から建設業に行く人な

んていないんです。そういう分析というのは、

県議会議員ずっとそのことについては議論もし

てきているし、経過はわかっているということ

なんです。だから、その上で、県ができる産業

活性化と雇用対策というのは企業誘致だけなの

かということを、今みんなで議論しようとして

いるわけです。改めて、景気対策というのはあ

る意味で一点集中型でできないのか、それがみ

んな聞きたいわけです。そして、それがある意

味では、宮崎発になるかもしれないけれども、

そういう政策の中で具体的に少しでも雇用や活

性化が生まれればいいではないかということを

特別委員会はずっと議論してきているわけで

す。だからこそ、各部長さん、皆さん来ていた

だいて、答えが聞きたいと、何らかの議論をし

たいというふうにきょうお集まりいただいてい

るんです。100対10何人だから、私たちが形勢不

利かもしれませんけれども、そういうことなん

です。そこに答えを持ってきていただかない

と、単に、自分たちはこうやっています、で

も1,000人ぐらいしか雇用は出ていませんと。こ

れでは、なかなかこの議論が先に進まないので

はないかという思いがしてならないんです。

こっちは県議会議員で、少なからず産業活性化

についてと雇用の現状は知っているということ

は、皆さん方とも共通認識の上に立って議論し

ないと、何も知らないで説明を受けているみた

いに思われると、そこは私は非常に心外です。

緒嶋委員からも出ましたように、本当に宮崎発

の景気対策というのは打てないのかということ

なんです。そこが私も知りたいし、そこが聞き

たいんです。そして、それは庁議の中に本当に

かからないのかどうか、各部長さん出ていかれ

て、知事とその議論にならないのかどうか、そ

こが聞きたいわけです。だからこそ県民政策部

があるのではないだろうかという疑問もわくわ

けです。そこを聞かせていただきたいんです。

○丸山県民政策部長 当然、今、各部が答えた

ように、産業活性化、雇用のための施策はそれ

ぞれ個別にしております。ただ、では、宮崎発

のものをどういうふうにして打ち出していくの

かということでありますけれども、それについ

ては、今お話に出ましたように、庁議とかある
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わけでありまして、その中で21年度予算に向け

て今それぞれ各部で新規の議論を深めておりま

す。公表はまだ先になるわけですけれども、そ

の中で各部も、今の経済状況に応じて一番いい

事業、いい施策を打ち出すべく検討しておりま

すから、21年度予算でその姿というのが全体的

に明らかになるんではないかと考えておりま

す。

○井上委員 来年度ということなので、来年度

に期待しなければいけませんが、そんなに悠長

でいいというふうにも思えないんです。実は暫

定税率撤廃の問題が出たときに、県議会と、知

事もおいでいただいて議論をさせていただきま

した。そのときに私も申し上げたんです。宮崎

発の景気対策というのをやるべきだと知事に言

いましたら、いや、僕は県産品を売るしか力が

ないんですよみたいなことをおっしゃったんで

す。これで本来いいのだろうかという思いがし

てならないんです。先ほど緒嶋委員からも出ま

したような、私もそう思っておりますが、宮崎

発の景気対策というのを何らかの予算の工夫の

中でできないのか、打てないのか、そして県民

枠も含めてそうでしたが、いろいろな工夫のあ

り方というのはできないのかというのは、早急

な具体策というのを私たちも知りたいわけで

す。そうしないと、倒産してしまってから雇用

対策、産業活性化対策しても意味がないんで

す。宮崎県内の地場の企業というのをどうやっ

て活性化させるかということは、企業誘致も大

切だけれども、そこも非常に大切だと思ってい

るんです。これ以上申し上げませんが、もう少

し庁議の中で今後のかんかんがくがくの議論と

いうのがされたということが、どんどんメッセ

ージされるようになるといいなというふうに

思っています。きょうの県民政策部長の答弁に

非常に期待を持ちますが、それが財政的裏づけ

があって初めて私たちも納得いくものになると

思うんです。財政的裏づけが本当に必要なんで

す。その裏づけをきちんととっていただきた

い。そのための熱意というのが各部長さんにな

いと、なかなかこれは出てこないのではないか

というふうに思いますが、これ以上言いません

が、それをよろしくお願いしておきたいと思い

ます。

○米良委員 先ほど総合政策課長から、新みや

ざき創造戦略における雇用対策、前段でお話が

ありましたが、やっと１年たって、我々の期待

するほうがおかしいかもわかりませんけれど

も、私たちはいつの時代でも豊かな社会という

のは何かということを追い求めてきたわけで

す。ただ、企業誘致だけがと、話もありますけ

れども、環境的な豊かさが、美しさが出て初め

て豊かな社会と言える人もおるだろうし、ある

いは交通交流の豊かさが出て豊かな社会だと思

う人もいるでしょうし、もう一つは、人材がど

んどん放出できて初めて豊かな社会と言える人

もおるでしょうし、あるいは今、話があります

ように、ものの豊かさが出てきて初めて豊かな

社会と言えるという人もおるだろうし、今、議

論になっておる、働く場所が確保されて初めて

豊かさがと……。みんながそういう協調性を持

ちながら、そういう諸条件を整えていくこと自

体が豊かな社会につながっていくような気がし

てならんわけですけれども、やっぱり所得が確

保されなければ豊かさというのは言えないと我

々もずっと言ってきました。農業・農村におき

ましても、あるいは中山間地におきましても、

国の政策でありますだけに、我々も悩ましいと

ころがあるんです。もうちょっと中山間地はど

うかならんのか、農業の実態はこれでいいのか
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ということをいつも悲哀として感じながら言っ

ていますけれども、国の政策がおっかぶさった

上に立って地方自治体が運営されていく。我々

もそういう疑問の上にたっていろんなことを

言っておりますけれども、その辺に悩ましいと

ころがあること自体が、我々も悲しさに打ちひ

しがれるわけであります。

そういう中で、皆さんにお伺いしますけれど

も、そういう中において、継続性、持続性のあ

る雇用というのが欲しいんです。皆さんが出さ

れましたけれども、例えば６ページで言います

と、1,640名というのがいろんな条件の中で出て

おりますし、あるいはまた８ページも出ており

ますけれども、その時々の雇用状況、雇用情勢

じゃないかという気がしてならんのですけれど

も、持続可能な雇用情勢というのを前提にして

皆さんたちも努力をしていただくということか

らすれば、いろんな政策上、さっき企業立地だ

けがという話もありましたけれども、それは

そっちに置いといて、持続可能な雇用対策とい

うのが図れないものかどうかということをお聞

きしたいんです。どなたからでも結構ですけれ

ども、今、皆さんたちが出されておる、皆さん

たちが努力された足跡について我々もいろいろ

言いたくはありませんが、こういうことであっ

ては持続可能な雇用情勢にはつながっていかな

いという気がしてならんのですけれども、どう

でしょうか。

○丸山県民政策部長 今、ものの豊かさの観点

でいろいろございましたけれども、集約する

と、心の豊かさと物質的な豊かさに人間の欲求

が収れんするんだと思うんですけれども、例え

ば我が部で持っている中山間・地域対策、これ

をやらねばいかんということで20年度重点施策

に挙がっているわけですね。そうすると、で

は、どういう対策を打つのかといったら、第１

期の過疎法ができて30数年たっておりますけれ

ども、なかなか中山間地域から人口流出がとま

らない。これが現状でございます。これは認め

ざるを得ないところであります。

では、それをどういうふうに食いとめるの

か、あるいはその振興、地域の活性化を図るの

か、それが眼目なんです。我が部としては、例

えば中山間地対策については、人口の流出を食

いとめて、その中でお金が循環するようなシス

テムをつくり上げると。結局、お金が回る循環

システムということは、そこで働く場を創出し

なきゃいけないという話でございますので、そ

れをどうするかということです。第１番目に申

し上げたのは、例えばそこに住んでいらっしゃ

る方の日常生活をどうするかという問題です。

これは、福祉サービス、医療サービス、あるい

は地域公共交通の手段の問題、それをどうする

かが一つ。それから、２番目の大きな柱は雇用

拡大対策。これについては、企業立地は山間部

ではインフラ整備とかありましてなかなか厳し

いことであります。例えば、入郷地区なんかに

はそんなに企業立地は進んでいないのは事実で

ございますので、それはなかなか難しいだろう

と。雇用については、企業立地というのは即効

性がありますので、それは進めないかんと思い

ますけれども、一方、中山間地においては何を

雇用の中心に据えるかということですが、まず

若者の定住をやらねばいけないであろうと思っ

ております。定住促進住宅をつくるとか、それ

は市町村と共同してつくらねばいかんわけです

けれども、それをやる。あるいは今あちこちに

道の駅とか港の駅とかございます。あれは１

次、２次、３次が絡んでいますから、我々６次

産業と言っていますけれども、そこで地域資源
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を使った産業振興を図って、そういうところで

例えば地元の若い人から高齢者まで使って、高

齢者が元気になっていく。その結果、医療費が

少なくなる。そういう全体的ないい循環をつく

り出すことを、私の部としての中山間地対策に

ついては、やっていこうと考えております。部

としての中山間地対策に観点を移しましたけれ

ども、そういうことが大事であろうと私は考え

ております。

○米良委員 皆さんたちに申し上げておきます

けれども、私は個人的なことを申しますと、４

年間で１万人の新規雇用、とてもじゃないがで

きるはずがありませんよ。皆さんたちはそれを

真に受けて、知事のマニフェストじゃありませ

んけれども、それをどう確立するかということ

は、悩ましいことはないですか。それならその

ように、さっきどなたかありましたけれども、

宮崎は宮崎らしさという視点に立ってそういう

のを考えていかねばいかんのじゃないですか。

いや、やりましょうと、無理難題を押しつけら

れてこういうことになっているんです。皆さん

たちが努力されて、こういうことを言うのは。

私も農山村に生まれ育って、厳しさは知ってい

ますから、なかなか難しいです、今の厳しい社

会を乗り切るというのは。わかっていますよ。

わかっているがゆえに、協調性を皆さんたちが

持って、今の宮崎の厳しさからどうこれを救っ

ていくかということを真剣に考えてほしいんで

す。トップではだめですよ、言っちゃいかんけ

れども。皆さんたちの双肩にかかっていること

を自覚してください。私は、あの人が標榜する

のを、そういうことを期待していません。これ

以上期待していませんから、皆さんたちの手腕

に期待しているんです。だから、きょうはこう

いうことを言うんですけれども、悩ましいじゃ

ないですか。頑張りましょうや。もっと持続性

のある、県民の皆さんたちが本当によかったと

言えるそういう政策立案、いわゆるプラン・

ドゥー・シーというのがありますけれども、

やってみて評価もしていかなきゃなりませんか

ら、そういう一つの観点、視点に立ってこれか

らの、あと２年半ありますから、頑張ってほし

いと思うんです。どうですか、どなたか。

○高山商工観光労働部長 個人の考え方で申し

わけありませんけれども、県民が幸せになるた

めには、自分が住みたいところで生き生きと、

そして仕事を持ってそこで生活する、これが基

本だと。さっき委員がおっしゃったのも同じ基

本だと思います。そのためにどうするかという

と、県内各地いろんな仕事がある。例えば林業

関係で林業に従事したい人がいる。農業をやり

たい人、通常の勤務で工業をしたい人、商業を

したい人、いろんなやり方があると思います

が、それが少しでも各地においてできるように

努力していく、これは我々の仕事だと思ってい

ます。そのために、企業誘致でもありますし、

今回の農商工連携もある程度、山間地でできる

部分もあります。我々は各部がそれぞれ所管す

る事業の中で、産業を興して、あるいは活性化

して、その場にいる人が働けるようにしてい

く、そういった目標で我々は仕事をしているつ

もりであります。１万人雇用は、一つの目標と

して頑張ろうということで、そのためのいろん

な工夫をやっているということで御理解いただ

きたいというふうに思っております。

○米良委員 このことは特に、県土整備部長が

おいでですが、お尋ねしたいと思うんですけれ

ども、さっきどなたかありましたように、一方

では、建設関連産業が頓挫して、仕事をやめな

きゃならない。その家族は路頭に迷ってしまう
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というのが現在起こっているわけです。例え

ば、県内の1,000人なら1,000人の従業員の皆さ

んたちがやめられて、新たに雇用したときに

は、新規雇用としてみなしたと、この前の本会

議でありましたけれども、私は、それは間違い

だと思うんです。やめられて、今度はこっちに

職業を転換して就業されたというのは、新規雇

用になるんですか。僕は、ならないと思うんで

すけれども、建設関連産業で言ってしまいまし

たけれども、その辺はカウントしていいんです

か。

○山田県土整備部長 議会の中で、いわゆる入

職者と離職者のお話だろうと思うんですけれど

も、これはあくまでも雇用保険の制度の中でつ

かんでいる数字です。差し引きが失業者かとい

う話もあるんです。離職した人が、保険が切れ

るわけですね。ただ、また入職する場合もある

わけです。いろんな形があるんです。必ずしも

あの数字というのが失業者イコールじゃないと

いうことです。では、実態はどうかと言われる

と、そこまでは、はっきりした数字はつかんで

おりません。あくまでも雇用保険の中での調査

された数字について、客観的な数字を申し上げ

たということです。

○米良委員 そこで、知事は誤った認識してい

るんじゃないかと思うんです。苦し紛れの答弁

で、新規雇用４年間で１万人というのは難しく

なったから、そういうものもカウントして挙げ

てきているんじゃないかと、最近そう思えてな

らんのです。そこは知事にちゃんと指導してあ

げてください、そうじゃありませんよと。あの

人は間違った認識していますよ。

○福田委員 きょうは５部の皆さん方が一堂に

会しておられますから、一言、私、前々から考

えていることをお話ししたいと思います。お互

いに、雇用の創出、県内産業の振興に努力をさ

れていることは議員認めておるわけであります

が、その実績が遅々としてあらわれていないこ

とにお互いがいら立ちを覚えるきょうこのごろ

だと思うわけであります。

そこで、私は、宮崎県の置かれた特性を考え

ますと、これはセクト主義ではなくて、各セク

ションになりますと、各部になりますと、総花

的になるんですが、今日的話題で本県が取り組

んで注目を浴びるのは何かなと考えた場合、や

はり食と農の分野に特化した起業、当然それに

伴いまして雇用の創出が出てくるわけでありま

すが、これをやる時期に来ているんじゃないか

と思っています。

私は今ずっと皆さんの意見を聞いていて考え

たんですが、例えばきょうの資料の中に、キノ

コ関係の新規参入が出ていましたが、ちょうど

今から15～16年前、今は日本の大企業になって

いますが、「雪国まいたけ」、新潟県の一モヤ

シ業者からスタートしたんですが、この方が会

社を上場して、一時期は銀行管理にもなりまし

た。私、何回かお訪ねしましたから、よく知っ

ているんですが、今、特化して成功して、1,000

人以上の従業員を抱える企業に成長した。ある

いは「ホクト産業」、これも上場しましたね。

皆さん方、耳新しい会社名かもしれませんが、

成功しているんです。

宮崎県の場合は余りにも条件がよ過ぎますか

ら、あれもこれも総花的に取り組んでいって、

完全にこれは成功したという事例が出ておりま

せん。オール県庁のこういうノウハウは、これ

は各部相当な蓄積があると思いますから、これ

を今回、連結をして、先ほど商工観光労働部長

もおっしゃいましたが、農商工連携、実際やら

ないと、口ばかりではだめですね。これをやる
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と、かなりの雇用の創出ができる。

例えば、農業では、私はずっと考えたんです

が、皆さん方、農業といいますと、野菜の生産

とか畜産とか、そういうことだけお互い考える

んですが、よく考えてください。流通にかかわ

る人、処理にかかわる人、すごい波及効果があ

るんです。宮崎県の場合、これが案外おろそか

にされている。成功した分野もありますよ。

今、宮崎県の置かれた地域特性を考えた場合に

は、食と農の分野に特化した雇用対策をやると

いいんだがなと思いながら、なかなか進まない

のに、私も非常に歯がゆさを覚えているところ

であります。

例えば、６月の議会でもお話をしましたが、

あの後ずっと米の問題がクローズアップされま

したね。米は今、４割以上減反しているんで

す。宮崎県の場合は二期作ができますから、そ

の倍になりますね。宮崎県の水田は、二期作を

考えますと、ほとんど半分以下の土地利用率し

かない。これなんかも、今まででしたらとても

考えられなかったんです、米なんか余っている

から、つくるなつくるなで。しかし、政府ある

いは国会議員の皆さん方も考えが徐々に変わっ

てきています。小麦が上がれば、米粉による食

パンをつくらないかんとか、めんをつくらない

かんとか、そういう時代背景もありますから、

ぜひオール県庁で、時間は余りありませんか

ら、食と農に特化した起業、それに伴う雇用対

策を進めてほしいなと思うのであります。

いろいろ出ていますが、最後に出ています農

業法人設立促進事業にしましても、これは希望

者が多いと思うんです。農業そのものじゃなく

て、農業関連の業界からぜひやってみたいと。

例えば、スーパーを経営している地場の人で農

業生産法人をやっておる人がおりますから、聞

きますと、もうからんけれども、やはり食品ス

ーパーを経営する上で自社農園の生産というこ

とを打ち出すことは、消費者に非常にアピール

すると。あるいは流通業をやっていて、都城で

成功した人もおりますが、やっぱり自社農園の

品物を持っている。非常に強みですね。それに

触発されて、希望があるんですが、これ、つく

るのはいろいろ制約があってなかなか難しいで

す。その辺もぜひ窓口を一本化されて、指導を

されるような体制づくりをされると、もう少し

皆さん方が期待する農業生産法人の分野での雇

用創出ができると考えておりますが、いかがで

ございましょうか。きょうは各部の部長さんお

見えでございますが。

○後藤農政水産部長 実は私ども、きょうこの

委員会のテーマが雇用ということでございまし

たので、建設産業からの雇用の状況ということ

もありまして、雇用という観点から、私どもの

部のほうの雇用対策について資料等を出させて

いただきました。お話をいろいろお伺いしてお

りますと、先ほどお話もございましたが、持続

的、継続的なそういった地域のあり方、そのほ

か今、福田委員おっしゃいましたような、いろ

いろな視点を踏まえた、産業活性化をベースに

して、ここでどのように雇用を図っていくかと

いうことが今の御質問の趣旨になってきている

のかなというふうに考えております。

したがいまして、農業分野で申し上げます

と、私どもといたしましては、やはり信頼と安

全・安心、そして品質のいい、ブランド価値の

高い、こういうものを生産現場でつくるような

観点が今後とも必要だと思いますし、そして、

先ほど御指摘ございました、実際そうだと思い

ますが、今、国民の食料として口に入る際に、

その中の形態がどういうふうになっているかと
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いいますと、青果物、生でいくものというのは

量が10数％という割合でございまして、あとは

加工食品、中食、そういった加工を経由したも

の、それにかかわる流通、こういったものが食

料を取り巻く全体の大きな産業構造になってお

ります。したがいまして、経営所得の確保ある

いは安定を求めるためには、今後そういう分野

にも当然、農業としても進出していかなければ

いけない。

売り方で具体的に申し上げれば、そこはある

意味、産地の契約取引、こういったようなもの

をどういうふうに広げていきながら、産地の所

得安定を図っていくかというような視点も本当

に重要だと思っております。したがいまして、

きょう、先ほど来いただいておりますそういっ

た御意見に対しまして、私どもも産業振興とい

う切り口で、もう一度またチャンスがございま

したら御意見等をお伺いいたしたいと思いま

す。よろしくお願いします。

○髙橋委員長 執行部、ほかにございません

か。食と農に特化したものにできないものかと

いう福田委員の御意見です。

○高山商工観光労働部長 本県の農業県とい

う、それを生かしたいということで、食と農と

いうことは非常にいいことだと思っています。

今回の農商工連携は、基本的にそれから発想し

たものだというふうに思っております。今回、

ファンドの予算も提案させていただいています

けれども、国の施策とかいろいろございます。

その辺も含めまして、活用していきたいと。そ

して、今回のファンドの中でも、金融機関と

か、ＪＡ県信連さんも今回、融資をいただくと

いうことになっています。それを含めまして、

いろんなもの、農業関係団体とか、その辺の団

体を集約した形での連携会議というのを今回の

ファンドの事業実施に当たりまして組成して、

そしていろんなアイデアをお互いに出していこ

うと。県庁内の部だけじゃなくて、外部からの

意見も交換しながら、新しいものを探していく

ということで、おっしゃいましたような食と農

というスタンスも含めて、事業に取り組んでい

きたいというふうに思っております。

○福田委員 肝心の農業法人の設立、いわゆる

農業者からのものは比較的指導がうまくいく。

その周辺関連産業から進出をしたいというとこ

ろは、過去でありますと、農業者以外が口出す

なというのがよかったと思うんですが、今の時

代になりますと、そうはいかないですね。農業

をやろうとする企業や周辺関連産業があった

ら、それを引っ張り込む。そして、そういう企

業はまだ余力を持っていますから、余力のある

資金で農業を立ち上げてもらう、そういう方々

もいらっしゃるんです。ところが、ちょっと垣

根が高いような感じがするんですが、これは各

課にまたがりますね。商工関係から入る人やあ

りますからね。指導の窓口を一本化してもらい

たいと思うんですが、どうでしょうか。

○後藤農政水産部長 福田委員御指摘のこと

は、我々も、参入しようとする該当企業からお

伺いするケースがあります。結論から申し上げ

ますと、一本化といいますか、ワンストップで

受けているところは宮崎県の農業会議のほうに

ございまして、こちらのＰＲがまだ行き届いて

いないのかなというふうに思います。したがい

まして、現在ある農業会議、そこの機能を引き

続き充実強化することと、この存在というもの

をきちんと我々もＰＲしていきたいというふう

に思います。農業会議におきましては、例えば

農地の問題から資金の問題、場合によっては、

法人経営者のグループとの連携とか、そういう
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幅広いノウハウを持っておりますので、そう

いったことを軸にしながら、今後とも、おっ

しゃるように、わかっていただけるように努め

ていきたいというふうに思います。

○福田委員 どうぞよろしくお願い申し上げま

す。

○丸山委員 福田委員に関連もするんですが、

農商工連携が今回の議会にも予算も提案され

て、今後の大きなポイントになってほしいと

思っております。そこで、きょうは雇用という

ことを考えたときに、農商工連携、今後、10年

間続く予算ですが、どれくらいの雇用を創出し

たいというふうに考えているのかをお伺いした

いと思います。

○高山商工観光労働部長 農商工連携の事業で

具体的な雇用を幾らということを、今のところ

想定した計算はしておりません。

○丸山委員 できればちゃんとした、戦略的に

やっていただきたいと思っています。これまで

の農商工連携といいますと、今回もですけれど

も、新たな産品をつくっていくんだと、農産物

を加工、利用しながらという話です。これまで

も恐らく10年近く、商工会なり商工会議所なり

がいろんなところでやっているんですが、実

際、１年、２年は商品開発するけれども、結局

ルートに乗らずに、何も本当のものにならな

かったというのが、これまでの農商工連携じゃ

ないかと思っております。その辺の反省を踏ま

えてしっかりやらないといけないんじゃないか

と思っていますが、雇用まで踏み込んで、継続

的にやっていくんだという頭がない限りは、単

発単発でやっても、農商工連携というのはうま

く機能しない。せっかく25億の基金があって、

毎年3,400～3,500万の運用益が出る。それをう

まく活用するとか、宮崎県の持っている農産物

をうまく生かすか殺すかも、今後の大きなポイ

ントになっていくというふうに思っておりま

す。その辺の連携をと言うんですが、私からす

ると、そういったものをつくるだけであれば、

この事業は何なのかというふうに思っているも

のですから、その辺の基本的なことをもう一

回、農商工連携の今後の取り組みについてお伺

いしたいと思います。

○高山商工観光労働部長 今回の農商工連携と

いうのは大きな特徴がありまして、商が絡んで

いるということ、それと県内事業者とおっしゃ

いましたが、県外の事業者との連携も可能であ

ると。そういった意味で、今回、販路開拓とか

そういう関係にある程度特徴が出せれば、農商

工連携事業の範疇に入っていくんじゃないかと

いうふうに思っております。今おっしゃいまし

た、商工会レベルでいろいろな特産品をつくっ

ていらっしゃいます。すばらしい商品もたくさ

んございます。そこをこれからどうやって販路

開拓していくか。ことしから始めました県産品

の認証制、その辺も含めて、そしていかに外

に、県外のユーザー、バイヤーから興味を持っ

てもらうような方法がとれるか、その辺を含め

て、単純に新製品だけをつくるんじゃなくて、

販路開拓まで含めた、あるいは効率的な生産ま

で含めた、そういった取り組みを少しでも発

掘、広げていきたいというふうに思っておりま

す。

○丸山委員 ぜひお願いといいますか、地元か

ら上がってくる農産物をこういうふうにすれば

いいというだけじゃなくて、それがニーズに合

うのかどうか、まず外から見る力、例えば宮崎

を県外から見てどういうものがあるのか、観光

にしてもそういったものがあると思っているん

です。上がってきたものに対してコーディネー
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ターをつけて、これとこれをして販路をつけま

しょうと。本当にニーズがなくてしても、結局

うまくいかないと思っていますので、そういっ

た外からのニーズというのもしっかり見なが

ら、調査をしていただいて、できれば、何回も

言っているんですが、女性の目とか、特に食と

いうのは女性がリードしていると私は思ってい

るものですから、そういった外からの目という

のをしっかりと、県内のコーディネーターでは

なくて、県外も含めて、いろんな方に調査をか

けてやっていただかないと、農商工連携という

のは、連携という言葉はすごくきれいな言葉で

あるんですが、どうしても行政というのは縦割

りで進んでしまって、なかなか進まないという

ことがよくあるものですから、今回の農商工連

携だけは、宮崎らしさ、宮崎はこういうことが

できたと、10年後には、あそこで頑張ってよ

かったねというような形をぜひ構築していただ

きたいと思っております。

それと、話は変わりますけれども、今、建設

関係が厳しいということで、農業分野とかいろ

いろな分野に行きたいということで、先ほども

金融相談とかあったというふうに聞いたんです

が、本当に原資が、お金が動いたのかなと。経

営が厳しいものですから、実際言って、金融機

関は本当に貸していただいているのかなと思っ

ておりまして、具体的にどれくらいの資金が本

当に回っているのかと。これは建設業のみなら

ず、ほかの中小企業もすべて景気が悪いという

ことで、本当にお金が動いているのかなと。動

いていないから、今これだけ景気が苦しいとい

うふうになっているんじゃないかと思っていま

すので、金融関係を特にお伺いしたいものです

から、金融に関して県としてどのような認識

を、去年、おととしと比べて、今の金融がどの

ような形で動いているのかというのをお伺いし

たいと思います。

○古賀経営金融課長 金融については、先ほど

いろいろお話の中でもございましたけれども、

アメリカに端を発するああいった状況で、最近

の新聞の報道を見ますと、全体的には貸し付け

も減ってきているというような状況がございま

して、非常に厳しい状況にあるというふうには

考えております。ただし、県の制度資金といい

ますか、それを含む保証承諾の状況を見ます

と、昨年に比べまして、建設業に限って見ます

と、金額で17.2％伸びております。ですから、

厳しい中でも保証は確実に伸びているという状

況でございますので、ある一定の金は回ってい

るのかなというふうに考えています。

○吉田営農支援課長 私ども農業サイドから言

いますと、例えば公庫が扱いますＬ資金がござ

いますが、40億ほどの枠を持っておるんです

が、去年から無利子の制度ができましたが、40

億を飛び抜けるというぐらいで、設備投資の意

欲が物すごいんですね。先ほど多少ございまし

たけれども、例えば異業種からで言いますと、

お酒をつくる会社の方が和牛の肥育だとか施設

の野菜に入られるとか、運送業から和牛の繁殖

に入るだとか、食品スーパーさんから施設野菜

に入るとか、建設業者さんからジネンジョをつ

くりたいとか、肥料会社が和牛の肥育に入るの

もあります。今、畜産もですが、施設園芸も、

我々が重油高騰で大変だと心配しているのと裏

腹にといいますか、資金需要が物すごいという

のが実態でございます。近代化資金の中も70億

ほどあるんですが、こちらの無利子の枠のほう

も、非常に切迫してくるぐらいのがございま

す。ですから、我々、その中身を今、分析をし

ているところなんですが、設備意欲がすごいと
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いうような部署もあるのが現実でございます。

○丸山委員 農業関係の設備資金がかなり来て

いる、100％に近いぐらい来ているというような

表現に聞こえたんですが、もしそれが、まだ半

年ですね、それが今後大きくなった場合、補正

予算は組まなくても済むのだろうかとか、もし

そういった設備資金がどうしても必要であれば

融資はしっかりやっていただきたい。聞くと、

やれるところはやれると。担保がといいます

か、経験者がありとか、担い手であればやれま

すとか、経験がないと、実績がないと、という

のがいろいろついて回って、実質個人といいま

すか、小さいところはほとんどお金が回ってい

ないように、よく聞くものですから、その辺の

いいところ、悪いところ、格差がついていると

いうように感じているものですから、そういう

ところまで含めてしっかりと対応していただき

たいと思っていますが、教えていただきたいと

思います。

○吉田営農支援課長 国も今、追加のことも考

えていられるようですし、我々も、資金がぎり

ぎりなものですから、国に向かっても、その枠

をくれという話もしています。公庫自体も40億

で上抜きそうなので、公庫自体は公庫自体でま

た本店のほうにアピールされていまして、相当

の追加が来るんだろうというふうに思っていま

すし、我々もそれに対しては手当てをしていか

なくちゃいけないんだろうかなと思っておりま

す。

○丸山委員 最後になりますが、融資の関係

で、先ほどから農商工連携の話を出させていた

だいているんですが、建設業者が農業関係に直

接行こうとすると、これは２次産業から１次産

業ということで、国土交通省から農水省という

ことでもありますが、お金を借りているところ

は、経済産業省が中心にするところの基金だか

ら、農政関係の基金はダブれないと。上のほう

で分かれているものですから、今回も建設産業

が農業分野に直接行こうとしても、建設産業の

お金をせっかく20億の融資枠をつくってもらっ

たんですが、農業に行きますからそれを融資し

てくださいといったら、だめなんです。それは

なぜかというと、上のほうが縦割り行政で、１

次産業に行くのであれば難しいということで、

いろいろな要望も上げてもらっているらしいん

ですけれども、上のほうの融資制度がしっか

り、農商工連携といいながらうまく今後回って

ほしいなと、回らないと意味がないというふう

に思っているものですから、融資サイドがしっ

かりお金が回るように、農業分野だけでなく

て、工業分野でもうまく連携するように、融資

サイドを国のほうにも強く訴えていただければ

ありがたいと思っております。

○髙橋委員長 本日は異例なスタイルで、一堂

に各部の部長さん初め幹部の方、集まっていた

だきました。きょう、ちょうちょうはっしでい

ろいろと議論いただきましたことは、今後の特

別委員会、調査に役立てていきますので、また

今後とも御指導をよろしくお願いします。本日

はまことにありがとうございました。

暫時休憩します。

午後２時33分休憩

午後２時34分再開

○髙橋委員長 委員会を再開します。

まず、協議事項の１であります。県外調査に

ついてでありますが、資料１をごらんいただき

たいと思います。県外調査は、10月21日（火）

から23日（木）にかけて実施いたします。前回

委員会での一任を受けまして、正副委員長のほ
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うで調査日程案を作成しましたので、御説明し

ます。

まず、21日でありますけれども、福岡県庁及

び日田ウッドパワーを挙げております。２カ所

です。翌22日の候補先として、大分県庁、ふき

活性化協議会及び豊後高田昭和の町を挙げてお

ります。３日目の23日ですが、日産自動車九州

工場を挙げております。以上のとおりでありま

すが、調査日が迫っておりますので、皆様から

御意見がなければ、この日程で進めさせていた

だきたいと思います。よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 それでは、そのように決定いた

します。

若干の変更等あるかもしれませんが、その点

につきましては、またあらかじめ御了承いただ

きまして、正副委員長に御一任いただきますよ

うによろしくお願いします。

また、この後、書記が調査の出欠につきまし

ては確認いたしますので、よろしくお願いしま

す。

次回の委員会でありますが、事務局案で11月

５日に予定しておりますが、執行部への説明と

か資料要求等がありましたら、発言をお願いし

ます。

○丸山委員 先ほど最後で言いました融資関

係、お金がどういう形で回っているのか、いろ

んな仕組みがあるんですが、これがうまくいっ

ていないという事実認識が薄いような気がする

ものですから、建設産業が農業に行こうとした

場合に、どんなルールでやって、融資制度が

あって、本当にそれが可能なのか、実際できた

のがあるのか含めて、実際、物すごく制約が

あって、できていないというのが実情だと思っ

ているものですから、何件あるよと言うけれど

も、それはごくわずかだと思っています。

○髙橋委員長 融資の流れですね。

○丸山委員 融資の流れを含めて、新分野進出

とかできるのかどうか、広がっているのかどう

か。お金を貸さないです。

○中野委員 それとあわせて、資料の８ペー

ジ、建設業から他産業へ行っている22件の、名

前は出さんでいいけれども、大体内容と補助金

額、業種、地域名ぐらい入れた一覧表を。本当

は名前を出してもいいと思うんです。私が見て

いる範囲では、そんなに大きく転換していると

か、そんな話じゃないです。逆にいい企業がこ

ういう分野にやっているというような感じで、

建設業からこっちに移ろうという話じゃない。

○髙橋委員長 中野委員の今の御要望は、８ペ

ージの３の補助制度、20年度の22件、もう

ちょっと詳しい資料を、一覧表を出してもらう

ように要望します。

○緒嶋委員 企業の従業員は、ただ職がなく

なっただけか。行き先、そういうのは調査の方

法はないのかな。倒産した会社の従業員は今ど

ういう形になっているか。その辺がもっとわか

るといいんだけれども、本当にそれで生活がで

きていればいいけれども、苦労しておられるん

じゃないかなと。

○中野委員 ただ、さっきの県土整備部長は、

離職した人は何かとりようがないような感じ

だったけれども、とりあえず、今はっきりして

いるのは、一応、解雇を受けて、失業保険を取

得した人、これは完全に解雇なんですね。それ

から喪失となっているけれども、満額８カ月

取ってやめた人がどうなっているかわからな

い。

○福田委員 厚生年金なんかに比べると、公的

的年金の保護はこの業界は少ないんじゃないか
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と思うんです。ある程度のところは年齢いきま

すと年金が受給できますから、問題ないんです

けれども、全くナシのつぶてで、雇用保険ぐら

いだと思うんです。厚生年金が切れても、また

国民年金でつないで、次また再就職したとき、

厚生年金にカムバックできますからね、その辺

の保護率、業界でどのくらいあるのか、恐らく

少ないと思うんです。

○髙橋委員長 業界というのは建設業ですね。

○中野委員 雇用保険を掛けていた人は失業保

険をとりあえずもらうからわかる。日々雇用で

雇用保険を掛けていなかった人がわからない。

だから、雇用保険プラスまだそれの倍かもわか

らない。雇用保険を掛けていない人のほうが、

建設業は、日々雇用とか多いわけで、兼業農家

の人たちが勤めていたりしている。

○髙橋委員長 雇用保険は掛けるんですね。社

会保険がいろいろあると思うんです。日給、月

給の人とか、社員の人とか。

○中野委員 いや、掛けない人もいるんです。

日々雇いの人などがいっぱいいるわけです。

○髙橋委員長 雇用保険を掛けなくてもいい雇

用形態はあると思うんです。もっと雇用のあり

方を整理しましょうか。

○中野委員 企業誘致で新規採用の数が出てい

たけれども、あれはマックスでとるときの数を

出していると言わなかったですか。

○髙橋委員長 あれは最終見込みです。

○中野委員 あれは、ことし企業誘致してオー

プンしたら、そのときの数をカウントしないと

いけない。

○萩原委員 創業時の雇用、最終的な雇用、２

つつくらせなといけない。そうじゃないと実態

がつかめない。

○中野委員 ことしの実態を言ったら、ことし

の採用予定をとらないといけない。

○髙橋委員長 では、丸山委員から出ましたよ

うに、融資関係の流れ、こういった御意見いた

だきましたので、たくさん出ましたから、次回

の委員会で取り上げることができるかどうかわ

かりませんが、可能な限り調整してまた会議を

開きたいと思いますので、よろしくお願いしま

す。

ほか、ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 なければ、これで本日の委員会

を終わります。

午後２時47分閉会


